
Ⅰ．国民に対して提供する
サービスその他の業務の質の
向上に関する事項

1．科学技術に関する研究開
発

1 科学技術に関する研究開発

（研究開発活動） （研究開発活動） （評価コメント）

◎先端的な学際分野における教育研究を行
うという大学院大学の在り方（中期目標別紙）
を踏まえ、着実に研究体制が拡充されたか。

・新たな研究ユニットの創設が、上記の大学
院大学の在り方にふさわしいものであったも
のと認められるか。

・年度計画どおり、海洋生物等に係るゲノム
研究が円滑に開始されるとともに、ゲノム解
析のためのコンピュータ機器の追加整備が行
われたか。

◎平成24年度の沖縄科学技術大学院大学の開学を目指し、先端的な学際分野に
おける教育研究を行うという大学院大学のあり方（中期目標別紙）を踏まえつつ、着
実に研究体制の拡充を図った。主任研究者の採用活動については、大学院大学に
求められる研究分野間バランスに重点を置きながら展開した。これにより、これまで
に確立されてきた研究分野の更なる充実にあわせ、革新的な研究を行うことができ
る主任研究者の新規採用による研究分野の拡充が図られた。 その結果、平成21
年度には5人の主任研究者が新たに着任し、年度末時点の研究ユニット数は22と
なった。(添付資料#1-1 研究ユニット一覧参照 )

学際分野において革新的な研究を行う新たな研究ユニットの例として挙げられるの
が、海洋生態物理学ユニット（御手洗博士）及び生態・進化学ユニット（ミケェエブ博
士）である。

海洋生物等のゲノム研究については、マリンゲノミックスユニット（佐藤博士）及びゲ
ノム解析のためのセンターにおいて、円滑に開始され、拡充された。また、これに併
せ、ゲノム解析のためのクラスターコンピュータ機器及びデータストレージの追加整
備が行われた。

・先端的な学際分野における教育研究とい
う大学院大学の在り方を踏まえた形で、主
任研究者の採用・研究ユニットの創設等、
研究体制の拡充が着実に実施された。

・海洋生物等のゲノム研究は年度計画通
りに開始された。また、そのための機器の
追加整備も行われた。

◎リソース（研究設備等の資源）の整備が適
切かつ効率的に行われたか。

・第1研究棟に効率的な共同設備が整備さ
れ、運用が開始されたか。

・研究室（ラボ）について、研究分野の交流が
図られる配置がなされたか。

◎平成22年3月には、恩納村のキャンパスにおいて施設の一部供用が開始され、
多数の研究者がうるま市の研究施設より移転した。新キャンパスは、研究者間の連
携と研究設備等の共有、さらには学際的研究を促進する開放的なレイアウトとなっ
ている。

効率的なリソースの整備に係る主な取組は次のとおりである。
①機器の共有及び有効利用を促進するため、研究機器のデータベース化を推進。
②試薬及び消耗品の一括購入計画を検討（平成22年度に実施予定）。
③共有のコンピューター・リソースとして、144個の計算ノードを持つクラスターサー
バーを導入。
④第１研究棟のラジオアイソトープ(RI)共同設備の整備に向けて、文部科学大臣に
放射性同位元素の使用承認申請を行うとともに（平成22年4月13日に許可書交
付）、関連規程等を策定。また、RIモニタリングシステム及びRI実験共通機器を整
備。
⑤第１研究棟の共同実験施設として、実験動物等に関する法令、基準及びガイドラ
インに沿って、げっ歯類（遺伝子改変マウス）の動物実験施設を平成22年3月1日に
開設。また、動物実験施設の適正かつ効率的な運用のために、動物実験規程等の
関連規程を改定した（項目45参照）。
⑥共用機器として、光学顕微鏡や電子顕微鏡などのイメージング機器及びマイクロ
アレイやセルソーターなどのバイオテクノロジー機器をはじめ、各種の研究機器を
第１研究棟に移転・整備し、運用を開始。
⑦研究用の大きなデータを転送できる高速LAN（10Gbps）をキャンパスに設置。

研究スペースは各階に主任研究者のオフィスを隣り合って配置し、また間仕切り壁
を必要最小限に配置するオープンラボを採用することで、研究者の日常的な交流
が生まれるようなレイアウトを実現した。また、共用機器や研究者のデスクを集約し
て配置することで、多くの異なる研究グループが相互交流する機会の増加が図られ
た。

・研究機器のデータベース化や試薬及び
消耗品の一括購入については、現在進行
中だが、展開のスピードが遅く、取組を加
速させる必要がある。

・平成22年３月に、施設の一部供用が開始
された新キャンパスについては、研究分野
の交流を促進するレイアウトとなっていると
認められる。

・新たな研究ユニットを創設する。特
に、海洋生物の多様性等に係るゲ
ノム研究を新たに開始し、ゲノム解
析のためのコンピュータ機器も併せ
て追加整備する。

・幅広い学際的研究及び共通利用
に用いるリソース（研究設備等の資
源）を恩納キャンパスの第一研究棟
に設置する。顕微鏡、分析、計算、
動物、ラジオアイソトープなどに関わ
る共同設備を整備し、運用を開始す
る。

・研究室のスペース、デスク、共通
エリアのレイアウトは、異なるユニッ
ト同士が行き来し、研究分野の交流
が図れるように配置する。

・外部機関との共同研究契約を締
結し、機構の研究者の資質向上を
図るとともに、関連プロジェクトに携
わる外部研究者が機構の設備を共
同利用することができるよう措置す
る。

・DNAシーケンサーなど機構が所有
する研究設備の外部研究者との共
同利用を促進するため、「外部研究
者研究施設・設備利用マニュアル」
を作成する。

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構平成２１年度業務実績項目別評価表

中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

1

A（１）個々の研究者の発想に基
づき、先進的・先端的な研究
開発を推進する。このため、最
適化したリソース（研究設備等
の資源）を備えた研究環境を
整備するとともに、学際的研究
及び共同研究を推進する。

①個々の研究室は、それぞれ
のリソースに加え、共同のリ
ソースとして整備される先端技
術やコンピュータに係る設備を
活用できるものとする。

②共同研究協定を通して外部
研究者との連携を進めること
とし、機構の有する施設・設備
の外部研究者との共用を促進
する。

A
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中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

◎外部機関との共同研究及び設備の共同利
用促進のため、適切かつ着実に取組がなさ
れたか。

・共同研究及び受託研究の状況（件数が増加
したか）

・マニュアルの作成等により、外部研究者が
機構の施設・設備を共同利用するための環
境が整備されたか。

◎外部機関との共同研究を引き続き推進するとともに、機構の研究設備の外部
研究者との共同利用を促進するため、DNAシーケンシング施設の外部研究者
向け機器共同利用マニュアルを作成した。

（共同研究・受託研究の実績）
・共同研究：国内18機関・国外4機関（平成20年度　国内12、国外4）
・受託研究：3件 (平成20年度　2件)
　（添付資料＃1-2 共同研究＆受託研究）

・外部機関との共同研究及び受託研究の
件数は増加しており、着実に取組が進んで
いる。

・機器の共同利用のためのマニュアルが
作成され、機構の施設・設備の外部研究
者との共同利用の促進に向けた取組にも
進展が見られた。

（２）研究者の業績評価に当
たっては、機構の目的に照ら
し国際的にも最高の基準によ
り、その活動を評価する。国際
的な研究者を含む外部委員会
を活用するとともに、「国の研
究開発評価に関する大綱的指
針」（平成20年10月31日内閣
総理大臣決定）に沿って研究
開発活動の評価を行う。

・最も厳格な基準で評価されるよう、
ノーベル賞もしくはそれと同等の実
績を有する研究者を外部評価委員
会の委員長に、また当該ユニット主
任研究者の専門分野で卓越した研
究者を委員に任命する。

◎研究評価が、国際的な基準により適切に
行われたか。

・評価対象の専門分野において卓越した研究
者を委員とする外部評価委員会を活用して厳
格な評価が行われたか。

・「国の研究開発評価に関する大綱的指針」
に沿って研究評価が行われたか。（別紙）

・平成22年度以降に実施する評価について、
計画的に準備が行われたか。

◎国際的に認知された専門家を含む外部の評価委員会により、主任研究者の研
究評価を下記のとおり行った。

(1) 丸山博士(情報処理生物学ユニット)：
- 議長：　ティム・ハント博士（英国がん研究所所属、機構運営委員、2001年ノーベ
ル賞生理学・医学賞受賞、）
- 委員： ジョナサン・ホッジキン博士（オックスフォード大学）
　　　　　 イアン・ホープ博士（リーズ大学）
　　　　　 新貝鉚蔵博士（岩手大学）
           ヨシ・ヤルデン博士（ワイツマン科学研究所）
－評価結果：　同ユニットの規模拡張の点については問題とされたが、好意的な評
価結果であった。同ユニットは、規模を縮小し、５年の更新となった。

(2) 内藤博士（分子神経科学ユニット）及びブレナー博士（分子遺伝学ユニット）：
-　議長：　テランス・シノウフスキ博士（ハワード・ヒューズ医学研究所）
-　委員：　ステファン・ハイナマン博士（ソーク研究所）
　　　　　　　柳沢正史博士（テキサス大学サウスウェスタン医学センター）
　　　　　　　サッシャ・ネルソン博士（ブランダイス大学）
               トニー・ハイマン博士（マックス・プランク分子細胞生物学・遺伝学研究所）
               ロジャー・コーン博士（バンダービルト大学）
－評価結果： 評価報告に基づき、内藤博士の研究ユニットについては更新を行わ
ないこととなった。
　ゲノム解析施設及びテクノロジー・センターの設立に重点を置いたブレナー博士
の研究ユニットについては、好意的な評価で更新となった(添付資料#2-1参照)。同
博士の研究にはサラマンダー、ヤツメウナギ、タコ等の数種のゲノム研究等が含ま
れる。また立ち上げられたゲノム解析施設は、佐藤博士、柳田博士等、機構の他の
主任研究者により高頻度で利用されている。さらに、沖縄ゲノム研究推進協議会や
カリフォルニア大学サンタクルーズ校のゲノム10Kサンプルコレクションプロジェクト
との協力関係も構築されている。

・主任研究者の研究評価は、国際的に認
知された専門家を委員とする外部の評価
委員会により、将来性の評価に重点を置
いた評価基準に基づき厳格に行われたと
認められる。

・平成22年度以降に行う研究評価の準備
は計画的に行われた。

　（備考）両ユニットは、一部共同で行ってきた研究があるため、研究評価について
も同じ評価委員会により行われた。

上記の研究評価は、国際的水準に照らして、評価者の選任及び評価方法等に関し
て、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」に沿って行われたものである。
各研究の課題と革新性が評価者によって考慮されるとともに、主任研究者及び研
究ユニットの研究者が評価委員会でプレゼンテーションを行うことによって評価が行
われた。

また、平成22年度に行う個々の研究評価の準備も行われた。対象者の研究報告は
既に取りまとめられており、今後、標準的な手順に従って、外部の評価委員によっ
て評価されることとなっている。

○運営委員会において、個々の研究評価の
結果を踏まえ、機構の研究活動の検証に資
する審議が行われたか。

○運営委員会において、外村博士の研究評価を検証された結果、外村博士が
退職した場合にも、本研究分野を継続することが提案された。また、非継続と
なった遠藤博士のプロジェクトについても検証されたが、本研究分野の継続は
提案されなかった。

（研究者の採用） （研究者の採用）
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中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

・年度計画に基づき、各分野において、着
実に主任研究者の採用が行われた。

・若手代表研究者についても、着実に採用
が行われた。

・新たに設けられた客員講師の任用制度
により、客員講師の採用も着実に行われ
た。主任研究者全体の勤務形態のバラン
スに留意しつつ、同制度の運用を行う必要
がある。

◎環境科学分野の研究体制が拡充された
か。

・主任研究者の採用状況（年度計画どおり採
用したか）

・平成24年度の開学に向けて、平成22年度に
コミッティを立ち上げる準備が円滑に進められ
たか。

◎環境科学分野については、海洋生態物理学（御手洗博士）、生態・進化学（ミケェ
エブ博士）、進化システム生物学（イェンケコダマ博士）の３つの研究ユニットが新規
に立ち上げられ、年度計画どおり拡充が図られた。なお、年度計画においては、環
境科学分野のコミッティの立ち上げを準備することとされていたが、開学に向けた検
討を行う中で、学際的な研究を一層促進する観点から、研究分野ごとのコミッティは
設けないことなった。

（注）「主任研究者」は、代表研究者、若手代表研究者、客員代表研究者を含めた
総称として用いている。

・年度計画通り主任研究者の採用が行わ
れ、環境科学分野の研究体制の拡充が行
われた。

◎研究者の採用活動について、国際的に
様々な機会を通じて、積極的かつ幅広い募集
活動が行われたか。

・主要な国際学術誌に募集広告を掲載した
か。

・機構のワークショップ等の機会が活用された
か。

◎研究者の採用活動は、 機構のウェブサイト上 や「Nature」、「Science」といった国
際学術誌での公募、さらには、理事長、理事、主任研究者及び機構がこれまでに開
催したワークショップやセミナーで形成された多数の講演者、講師、参加者等のネッ
トワークを通じて、引き続き行われた。

・機構のウェブサイトや国際学術誌等で公
募が行われ、積極的かつ幅広い採用活動
が行われた。

（２）採用に当たっては、主要
な国際学術誌、関連ウェブサ
イト、学会などを通して積極的
に人材を求め、開学時には、
外国人が研究者の半数以上
を占めるように努める。

①採用活動においては、ワー
クショップ、コース、セミナーを
通じて、幅広い採用候補者と

・研究者の採用に当たっては、主要
な国際学術誌に募集広告を掲載す
る。

・研究者全体に占める外国人研究
者の割合を引き続き半数まで増や
してゆく。

・機構のコース、ワークショップ、セミ
ナーの参加者からも広く公募する。

・神経科学分野では、ヒトを除く霊長
類の研究を専門とする主任研究者
及び若手代表研究者を広く募集し、
可能であれば本年度中に2名の採
用をめざす。

・構造生物学分野では研究者1名の
採用を図る。

・電子顕微鏡を用いた物性物理学
の分野でも研究者の募集を開始す
る。

・海洋システムのゲノム解析を中心
とする環境科学分野では研究者1名
を追加する。

・環境科学分野のコミッティを立ち上
げるための準備を進める。

・ゲノム解析とシステム計算科学の
分野では、本年度は研究者2名を新
たに採用することをめざす。

・若手代表研究者を2名採用する。

・客員講師の任用制度を導入し、1
名を採用する。

（１）優れた内外の研究者の採
用に努める。

①神経科学、分子科学、数
理・計算生物学の3つの主要
分野
・神経科学分野の強化を図る
ために、ヒトを除く霊長類の脳
研究の分野で国内外から広く
研究者を募集する。
・構造生物学の分野でも研究
者を募集する。
・いずれの研究分野において
も、画像分野を専門とする研
究者を集めるとともに、物理学
と化学の経験を積んだ研究者
を増やす。

②国内外の研究機関と協力し
て、環境科学分野の研究を拡
充する。
・個体群生物学・生態学の理
論面に関心を持つ研究者を採
用する。
・平成22年度を目途に、環境
科学分野のコミッティを立ち上
げる。

③ゲノム解析用計算ツールの
開発に着手する。

④若手代表研究者制度を継
続する。

3

◎開学時に想定される規模や研究水準に照
らし、研究者が着実に採用されたか。

・神経科学、分子科学、数学・計算科学、環境
科学分野の主任研究者の採用状況（年度計
画どおり着実に採用したか）

・若手代表研究者の採用状況（年度計画どお
り着実に採用したか）

・物性物理学分野での研究者の募集が開始
されたか。

・客員講師が採用されたか。

◎大学院大学の開学に向けて着実に採用活動を行った。採用した主任研究者は、
機構の学際的な特性にふさわしく、複数の分野で研究を行っている研究者が中心
となっている。平成21年度に採用又は採用活動を進めた主任研究者は下記のとお
りである。

（備考）平成21年度計画に記載した各分野の採用状況
1）ヒトを除く霊長類分野：年度計画では2名の採用を目指すとしていたところ、平成
22年度に３名（磯田博士、マイヤー博士、クン博士）が着任することとなった。
2）構造生物学分野：年度計画では1名の採用を目指していたところ、平成22年1月
に、ストックホルム（スウェーデン）のカロリンスカ研究所の細胞・分子生物学部で分
子生物学教授を務めていたウルフ・スコグランド博士が採用された。
3）物性物理学：関係機器の扱い等について引き続き検討を進めることとし、今後、
その状況に応じて採用活動を行うこととした。具体的には、機構が保有する電子顕
微鏡（300KV）について、これまで当該顕微鏡に関する共同研究を行ってきた日立
製作所（埼玉県）との間で、新たな研究プログラムの一環として使用する可能性を
検討中であり、その状況を踏まえて、研究者を採用することとしている。
4）ゲノム解析：生態・進化学ユニット（ミケェエブ博士）、進化システム生物学ユニット
（イェンケコダマ博士）を新設した。
5）システム計算科学：オープンバイオロジーユニット（北野博士）を新設した。

3 



中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

◎外国人研究者の割合が増加したか。

・研究者全体について、外国人割合が増加し
たか。

・主任研究者について、外国人が半数以上
か。

・その他研究員、技術員について、外国人割
合が増加したか。

◎平成21年度末の研究ユニットにおける外国人職員（研究職）の割合は、全体で
40％となっており、前年同月に比べ、約2ポイント増加した。引き続き、半数まで増や
していくように努力している。
　　　　　　　　　　　　平成21年度               (平成20年度の割合）
主任研究者　　　　22名中13名 （59%）　　　　　（52%）
グループリーダー 　3名中1名　（33%）           (25%)
研究員　　　　　　  74名中32名 （43%）           (42%)
準研究員　　　　　 10名中3名　（30%）            (29%)
技術員　　　　　　  38名中10名 （26%）           (27%)
合計　　　　　　　  147名中59名 （40%）           (38%)
(平成22年3月31日現在)

・外国人研究者の割合は、技術員につい
てはやや低下したものの、主任研究者が
半数以上である等、全体としては上昇して
いる。

○優れた研究者を獲得するために、著名な科
学者との世界的ネットワークを構築し活用す
ることができたか。

○研究協力、セミナーやワークショップの開催、共同研究や学術協力に関する協
定、講演者の招聘、機構の代表研究者による海外講演等によって、優れた研究者
との世界的なネットワークが構築され、主任研究者の獲得に活用されている。

5

（３）研究者の独創性・可能性
に配慮した採用を行うための
採用プロセスの構築を図り、
公募実施の積極的な周知、応
募・審査手順の制度的な実
施、適切な専門性を有する者
で構成される採用のための委
員会の活用、外部評価者によ
る審査、セミナーや面接の実
施等を含む、透明性と公平性
を基本とした明確な手続きを
経て採用を行う。

・適切な専門性を有する委員会が
応募者の審査に当たり、必要に応じ
て外部の評価者にも意見を求める。

・採用者の決定においては、国際
性、性別、年齢、研究分野のバラン
スについても配慮する。

◎透明性と公平性を基本とした明確な手続を
経た研究者の採用が行われたか。

・年度計画に則したプロセスを経て採用が行
われたか。

◎主任研究者の採用基準には、国際的で優れた研究の経験に加え、研究リソース
の提携・共有や、教育及び学内事務の経験が加味された。(添付資料#5-1参照)
採用に当たっては、公募が幅広く行われている。応募、書類選考、面接、選考という
標準的なプロセスが確立されており、その中で、上記の基準に沿いつつ、出身国、
性別、年齢、研究内容のバランスが考慮され、採用が決定される。　（添付資料#5-
2）

・採用プロセスは透明性が確保され、かつ
公平なものと考えられる。

6

（４）研究者の任用は、大学院
大学の教育研究に関する組織
構造と調和のとれた形で行う。

・博士論文指導ができる専任教員を
確保するための採用活動も行う。

◎平成24年度の大学院大学開学を念頭に置
いた研究者の採用が行われたか。

・博士論文指導を念頭に置いた経験豊かな
専任教員の採用活動が行われたか。また、
今後の採用活動について明確な方針がある
か。

◎大学院大学の設置認可申請に向け、主任研究者の採用基準に、大学院での指
導に適した教育及び学内事務の経験が追加された。(添付資料#5-1参照）　今後、
採用を行う主任研究者の採用活動には、すべてこの基準が適用されることとなって
いる。また、現在の機構の研究者ではカバーできない分野の教育課程に必要な専
門知識を持つ客員代表研究者の採用も進めた。　今年度末の認可申請時には、教
員名簿を提出する必要があることから、引き続き、先端的学際分野において、国内
外から優秀な主任研究者を採用すべく、公募により、採用活動を進めている。

・平成24年度の教育機関としての大学院
大学の開学に向け、着実に採用活動が行
われている。平成22年度末の認可申請に
向け、研究者の質の確保を前提とし、世界
最高水準の大学院大学に相応しい研究者
の採用に更なる努力が必要である。

・新規採用した研究者、特に外国人
研究者とその家族に対して、業務後
方支援を強化する。

◎研究者を対象とする人事方針を定め、その
内容を一般に公開したか。（別紙）

◎「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発
等の効率的推進等に関する法律」に基づき、平成21年度中に、研究者を対象とす
る人事方針案を準備した。所要の調整を経て、近日中に決定、公表すべく、準備を
進めているところである。

◎若手研究者、女性研究者、外国人研究者
の能力の活用を図るため、より良い研究環境
づくりが進められたか。

・外国人研究者に対する後方支援業務が強
化されたか。

◎若手研究者を対象とした採用プログラム「若手代表研究者制度」を開始し、3名の
研究者が着任した。これは博士号を取得してから5年以内の研究者のみを対象とし
ており、提供されるリソースは研究者2名の小さい研究室という制限がある。任期は
更新できないが、任期満了後に機構(又は他の機関)の代表研究者への応募が可
能である。

国内の前例を確認し、今後、主任研究者の新規採用の募集広告には、常に「機構
は職員の雇用における機会の平等、差別撤廃を掲げており、女性の応募を奨励し
ています」という文言を加えることとし、女性研究者の採用に努めた。

人事課内に新規採用者の支援を行う専門のチームを設置した。外国人研究員の後
方支援業務については、着任に伴うビザ申請、転居プロセスや語学研修等の改善
を図った。本業務は、更に改善を図るべく、外部委託の活用や機構内での担当職
員配置について検討を進めている。人事課が機構内の様々なコミュニティ（若手研
究者、家族等）のニーズを把握するために、助言を行うユーザグループが設置され
た。
また、ワーキンググループとして、OISTチャイルドケア協議会（Child Care
Association）が発足し、保育施設に関する検討が進められた。

・若手研究者を対象とした採用プログラム
を創設し、若手研究者への機会の提供に
努めたことは評価できる。今後、研究者全
体での年齢構成に配慮しつつ、同制度を
効果的に運用することが必要である。

・保育施設に関する検討が進められる等、
女性研究者の研究環境作りにも、一定の
進展は見られた。

・外国人研究者の後方支援業務について
は、体制が強化され、内容も充実してきて
いる。

直接接する機会を得る。

②主要な科学者との世界的
ネットワークを構築し、機構の
取組の周知を図るとともに、優
れた研究者を惹き付ける上で
の支援を得る。

（５）「研究開発システムの改
革の推進等による研究開発能
力の強化及び研究開発等の
効率的推進等に関する法律」
に基づき、平成21年度に研究
者を対象とする人事方針を定
め、その内容を一般に公開す
るとともに、若手研究者、女性
研究者、外国人研究者にとっ
ての、より良い研究環境づくり
に努める。

4
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中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

2．成果の普及及びその活用
の促進

2 成果の普及及びその活用の促進

（１）強い影響力を持つ主要学
術誌への論文の投稿、権威あ
る学術会議での研究成果の発
表、国際学会への参加等によ
り、国際的な知名度の向上を
図る。

・国際学術誌への掲載論文件数及
び国際学術会議への参加件数を増
加させる。

◎積極的に研究成果を発表し、国際的な知
名度の向上が図られたか。

・年度計画に挙げられている件数増加が認め
られるか。

◎平成21年度に発足した4ユニットを含めた23研究ユニットによる研究成果は下記
のとおりとなっており、論文発表と口頭発表については件数増加が認められなかっ
たが、書籍出版等とポスター発表については件数増加が認められた。
　
- 論文発表: 50件 (平成20年: 51件)
- 書籍出版等: 13件 (平成20年: 8件)
- 口頭発表: 83件 (平成20年度: 127件)
- ポスター発表: 105件 (平成20年度: 86件).

＊1 論文発表・書籍出版等は暦年集計、口頭発表・ポスター発表は年度集計
＊2 平成20年度の論文発表数は、集計方法の変更により、昨年度の報告数と異な
る。
＊3 在籍期間と研究成果の関係については添付資料を参照 (添付資料#8-1)
＊4 平成21年度の発表件数については、新キャンパスへ移転の準備や作業による
影響も考慮する必要があり、平成22年度以降は着実に増加するものと推測される。

・研究成果の発表状況については、論文
発表及び口頭発表で発表件数が減少して
いるものの、在籍期間が長い研究者が着
実に成果を上げている。

○論文等の総件数のみではなく、研究者当た
りの件数やその質が国際的な知名度の向上
につながっていると認められるか。

○インパクトファクターを記載した学術誌別の発表論文数は、添付資料のとおり
(添付資料#8-2)。
インパクトファクター別の論文数の推移については添付資料(#8-1)のとおりであり、
国際的知名度の向上につながる研究の質が確保されていると認められる。

・発表論文数はやや減少しているものの、
研究の質は維持されており、国際的な雑
誌に掲載されている。

（２）知的財産については、第1
期中期計画の下で策定した方
針に基づき、その保護及び権
利化に努める。研究開発成果
の適切な管理のための体制
整備にも努める。

・職務発明規程の適正な活用を図
るために、研究者に対する周知及
び研修会を実施する。

・共同研究契約、受委託研究、知的
財産及び特許権を管理する専任職
員1名を任命し、事務作業の迅速化
と管理業務の強化を図る。

◎研究成果の適切な管理のための体制を整
備し、知的財産の保護及び権利化が適切に
行われたか。

・研究者に対して知的財産に関する研修会等
が行われたか。

・共同研究契約、知的財産等を管理する専任
職員が配置されたか。

◎平成22年１月、研究者及び事務職員に対して、弁理士を講師とする知的財産に
関する研修会を行った。また、共同研究契約、知的財産等を管理する専門職員を
採用し配置した。

・研究者に対する知的財産に対する研修
の実施及び専門職員の配置により、研究
成果の適切な管理・保護のための人的体
制の整備に取り組んでいる。

○職務発明規程に基づき、知的財産の保護
及び権利化を図った実績があるか。

○これまでに11件の特許申請（外国の特許申請は3件）を行っていたが、うち1件の
特許が認められた。
機構の知的財産の管理及び保護、活用を着実にすすめるために平成20年度に職
務発明規程が策定され、平成21年度においては、規程に基づいた発明案件の評価
（出願の是非の審査）が適切に行われ、また、特許化する案件が発生する等確実な
管理が行われている。

（３）産業界との間で公正かつ
オープンな交流及び連携を促
進する。ソフトウェア分野など、
研究活動からのスピンアウト
による起業の可能性について
も視野に入れる。

・産業界に働きかけるなど、機構の
研究者との交流及び連携を促進す
る。

◎産業界との交流及び連携が促進された
か。

・機構と産業界の交流及び連携の状況（国内
外、沖縄県内外の別も）

・機構の研究者と産業界の交流及び連携の
状況（国内外、沖縄県内外の別も）

◎平成21年度は国内民間企業と5件の共同研究を行った（添付資料#1-2参照）。ま
た、民間企業での経験がある主任研究者が産業界と連携をしながら研究を行った。
さらに、産業界との連携を促進するべく、以下の取組も行った。

1)バイオクラスター交流会2009（那覇市）にて産業界に向けた講演を行った。また、
バイオクラスター交流会2009の翌日に機構の見学会を開催し、県内外のバイオ関
連企業を含む約65名の参加者が得られ、ネットワークの構築が図られた。
2）業界誌からのインタビューを受け、産学連携を積極的に進める方針を広報するな
ど、産業界に向けた情報発信に努めた（平成21年12月の薬事日報、財界九州）。
3)沖縄県より派遣されているクラスター事業の担当経験のある職員により、県内関
係機関等との連携に努めた。

・産業界との交流及び連携の促進の為の
取組が着実に進められている。

○研究活動からのスピンアウトによる起業を
促す取組が行われているか。

○スピンオフ（新規事業）の開拓については、機構内部での検討において、主任研
究者が開発した新技術をベースとする2件のプロジェクトについて、事業化の可能
性を検討していくこととされた。

3．研究者の養成及びその資
質の向上、研究者の交流

3 研究者の養成及びその資質の向
上、研究者の交流
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中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

（１）国内外の有力大学との連
携大学院制度等を活用し、博
士課程大学院生の受入れを
拡大する。内外から優秀な学
生の獲得に努めるため、連携
協定に基づき、学生の受入れ
環境を適切に整備する。

・奈良先端科学技術大学院大学と
琉球大学との間で交わした「研究及
び大学院教育に関する協定」を更
新するとともに、新たに2つの協定を
締結する（相手は国内の機関と海
外の機関）。

・国内外の他大学の大学院生を機
構の研究室に受け入れるための規
則を実施する。

・内外の博士課程前の学生を短期
インターン・研修生として受け入れる
ための規則を実施する。

・機構と提携大学・機関との間で交
わした共同研究協定に適用する規
則を策定する。

◎内外から優秀な学生を獲得するため、学生
の受入れ環境が適切かつ効果的に整備され
たか。

・国内外の有力大学との連携大学院制度の
活用実績（機関数及び受入れ学生数）

・年度計画に挙げられている各規則は実施さ
れたか。

◎平成21年4月に奈良先端科学技術大学院大学及び琉球大学との教育・研究協
定を更新するとともに、新たに4件の協定（同志社大学、エジンバラ大学（英国）、オ
タワ大学（カナダ）及び京都大学情報学研究科）を締結した。

国内外の他大学の大学院生を短期・長期で機構の研究室に受け入れるため、平成
21年9月に学生受入規程及び短期準研究員受入規程の制定並びに準研究員就業
規程の改正を行い、実施することにより、平成24年度の開学の前に、学生を受け入
れ、支援する体制を強化した。
平成21年度の受入学生数は9名（内訳：短期準研究員3名、準研究員6名 / 日本人
4名、外国人5名）である。

なお、平成22年4月1日付で事務組織の改編を行い、学務部を新設し、学生募集に
関して組織的に対応できる体制を整えた。

また、外部機関と共同研究協定を行う場合における条件交渉を含む事務手続きを
円滑にするために、機構としてのポリシー（基準）を定めた共同研究規程を平成21
年7月1日に制定した。

・これまでの２件に加え、新たに４件の連携
大学院協定を内外の研究教育機関と締結
し、また、他大学の大学院生を受け入れる
ための規則を制定する等、学生の受け入
れ環境を適切に整備した。今後の拡大に
向けた取組に期待したい。

（２）主任研究者の指導の下、
博士研究員の研究活動を支
援する。国内外の大学院生、
博士研究員、若手研究者を主
たる対象者とした国際コース、
ワークショップ、セミナーを引き
続き開催する。

◎国際的な教育研究拠点の形成を目指す観
点から、国際ワークショップ、セミナーは適切
に開催されたか。

・国際ワークショップ等の開催状況（前年並み
又はそれ以上か）

・国際ワークショップ等の参加者の評価（内外
の優秀な学生等が満足できるものであった
か）

・平成21年度における国際ワークショップ及びセミナーの開催状況は下記のとおり
である。

国際ワークショップ・セミナーの件数・参加者数
 　　　　　　　　　　　　　　      平成20年度 　　  平成21年度
[国際ワークショップ]
開催回数                            8回                     8回
参加者数（うち外国人数）    569名 (226名)    362名（194名）
[セミナー]
開催回数                          92回                     68回
参加者数（うち外国人数）  2,316名(1,161名)  1,532名(823名)
（添付資料#12-1, #12-2）

・アンケート
機構が主催したワークショップの参加者を対象に実施したアンケートをよると、これ
らのワークショップは総合的に高い評価を得ている。特に若手研究者からは機構で
研究することを望む意見も見受けられた。（添付資料＃12-3参照）

・国際ワークショップについては、前年並み
の開催回数であるものの参加者数は減少
しており、セミナーについては開催回数も
減少している。しかし、参加者アンケート結
果では高い評価を得ており、満足できる内
容のものであったと認められる。

○セミナーの機構内部と外部からの参加者
数、国内機関と海外機関からの参加者数等
の内訳に関して、整理して示しているか。

○ワークショップの参加者数等の内訳を、機構内部か外部か、国内機関か海外機
関かを明確に区別し集計した。セミナーについては、講師は所属を明記し、参加者
は全員が機構内部からであったため、国籍により日本、海外を区分し集計した。
（添付資料#12-2：セミナー（前出）, #12-4：ワークショップ参照）
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（３）国際的な知名度の向上を
図るために、学際的研究に関
する国際シンポジウムを適宜
開催するほか、サバティカル
リーブや客員研究者としての
採用などによる研究者間の学
術的交流を促進する。また、
短期間・長期間の研究者の招
聘や派遣にも力を入れる。

・機構の研究者が共同研究のため
に海外の機関へ出張することを定
めた協定を実施する。

◎国際的な知名度の向上を図るため、国際
シンポジウムの開催や研究者間の学術的交
流が促進されたか。

・国際シンポジウムの内容及び開催実績

・研究者が共同研究のために海外出張できる
協定が実施されたか。

◎機構が開催した国際的なシンポジウム(ワークショップ）には海外の優れた大学・
研究機関から多くの参加者があった。これらを通じ、国際的な研究教育センターとし
ての機構の認知度が高められた。機構主催の8件のワークショップに加え、他機関
との協賛にて国際ワークショップを6件開催した。その中のひとつに、日本と中国の
交流プログラム 「第5回日中友好幾何学交流会」があり、これはアジア地区におけ
る機構の認知度を高める良い機会となった。　(添付資料#12-1：ワークショップ参
照)

平成21年度に策定した共同研究協定に基づき、機構の研究者が共同研究のため
に海外へ出張している。また、協定には至っていないが、機構の研究者が海外へ
出張し、共同研究を進めている事例もある。

・著名な研究者を招聘し、国際シンポジウ
ムを開催することにより、機構の国際的な
知名度向上に寄与したと認められる。

・年度計画に掲げられた協定が策定・実施
された。

4．大学院大学の設置の準備 4 大学院大学の設置の準備
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中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

・内外の大学院大学の教育内容に
関する調査結果を基に引き続き教
育課程の策定に当たり、大学院大
学設立準備ワーキンググループ
は、文部科学省へ認可申請を提出
するために、主要事項の草案を平
成22年3月までにまとめる。

◎平成24年度の大学院大学開学に向けて、
世界最高水準の科学技術に関する教育研究
を実施するため、基本的な教育研究に関する
機能の整備が進められたか。

・大学院大学の認可申請のための主要事項
の草案がまとめられたか。（別紙）

・給与体系、テニュアや定年の扱い、教育研
究の基本組織や事務組織について明確にさ
れたか。

◎大学院大学設立準備ワーキンググループにおいて、内外の大学院プログラム等
に関する調査結果を参考にしつつ、研究科、専攻のあり方、カリキュラム編成方
針、教育・研究指導方法、科目履修モデル、学位論文審査体制等について検討を
行い、教育課程の策定作業を進めると同時に、学校法人の寄附行為、学則、事務
組織等、認可申請に必要な主要事項の草案をまとめた。　（給与体系、テニュアや
定年の扱い等については、項目15参照）

・認可申請に必要な主要事項について、所
要の検討が順調に進められている。

○大学院大学に関する基本的事項につい
て、公開され、広く理解を得る取組が見られた
か。

○ 国家プロジェクトを推進する独立行政法人として、平成22年3月、沖縄科学技術
大学院大学学園の設立委員による記者会見を開いた。この記者会見では、大学院
大学に関する基本事項を本記者会見で公表するとともに、機構ウェブサイトに掲載
する等広く社会の理解を得る取組を行った。（添付資料#14-1参照）

・大学院大学に関する基本的事項につい
て一般に公開し、広く理解を得る努力を
行った。
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（２）内外から国際的に高い水
準の教授等を維持・獲得でき
るよう、給与体系、テニュア（終
身在職権）や定年の扱いも含
め、国際基準に則した処遇等
について検討を行い、必要な
準備を行う。
　内外の優秀な学生の獲得に
向けて必要な措置を講じる。
　給与体系、テニュアや定年
の扱い、教育研究の基本組織
や事務組織については、平成
21年度中に明確にするものと
する。（再掲）

・テニュア（終身在職権）、給与、手
当、定年、業績評価のための服務
内容も含め、教員及び事務職員の
任用の仕組みに関する基本的要素
を構築する。

・海外の大学院課程の調査結果を
基に、熾烈な競争の中で優秀な理
系の大学院生を獲得するための条
件も含め、採用の計画を準備する。

・若手代表研究者も含め、優秀な教
員を確保するための条件も策定す
る。

◎海外の大学院等の調査結果を基に、大学
院大学開学に向けた戦略的な採用計画が策
定されたか。

・内外の優秀な学生を獲得するためのより緻
密で戦略的な計画が策定されたか。

・若手代表研究者を含め、優秀な教員を確保
するための条件が策定されたか。

◎テニュア（終身在職権）、給与、手当、定年、業績評価のための服務内容も含め、
教員及び事務職員の任用の仕組みに関する基本的要素を構築した。具体的な制
度設計については、設立委員における検討も踏まえながら、引き続き、学園への移
行に向けて準備作業を行っていく方針である。

これまでに実施した海外の大学院プログラムの調査結果を踏まえ、機構内部の検
討グループである大学院大学設立準備グループ会合（理事、主任研究者、企画グ
ループ等で構成）にて、優秀な理系の大学院生を獲得するための条件の検討も含
め、学生募集計画作成の準備を行った。また、新たにアジアにおける大学院プログ
ラムに関する調査を開始し、現在、調査結果の精査を行っているところである。

※ 教員の採用については、項目3～7参照。

・優秀な学生を獲得するための検討には
一定の進展が見られるものの、内外の熾
烈な競争に打ち勝つため、一層の工夫と
努力を求めたい。
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（３）機構は、設立委員会の事
務局として、同委員会の運営
に必要な業務を行う。

・機構は設立委員会の事務局として
の業務を担当し、設立委員会を補
佐して新大学院大学のための規則
の策定に必要な情報提供と調査を
行う。

◎機構は、設立委員会の事務局として適切
に機能したか。（別紙）

◎平成21年9月、沖縄科学技術大学院大学学園の設立委員が内閣総理大臣から
任命されたことを受け、設立委員会合が開催された（第１回：平成21年10月、第2
回：平成22年3月）。これらの会合においては、学長の選考、設置認可申請書類の
準備、授業内容や大学院大学組織の詳細等についての議論が行われた。機構に
おいては、設立委員会の事務局の業務として、設立委員の活動を支援するととも
に、設立委員会の運営に必要な内規等を作成した。
大学院大学の学長選考に向けては、適切な契約手続を経て、世界的に実績のある
エゴンゼンダー社をスカウト会社として採用し、全世界から学長に相応しい人材の
選考を進めた。人材発掘方法は、（1）一般公募（ネイチャー、サイエンス等の掲載
公募）、(2)運営委員／設立委員のネットワークを通じた、人材の発掘、(3)エゴンゼ
ンダー社のネットワークを利用した人材の発掘等を活用し、透明性の確保に留意し
つつ、徹底した調査を行った（添付資料#16-1）。　その結果、平成22年7月に、大学
院大学の初代学長予定者として、米国スタンフォード大学において線形加速器セン
ター所長などの要職を歴任し、研究・マネジメントの両面で高い評価を得てきたジョ
ナサン・ドーファン博士を決定した（添付資料#16-2_プレスリリース）。

・設立委員会の事務局として、設立委員会
の運営を的確にサポートした。

（１）平成24年度までの大学院
大学開学に向けて、平成23年
3月までに文部科学省への認
可申請を行うため、これに必
要な教育研究に関する基本的
な機能の検討・整備を進める。
　機構運営委員会及び機構内
部の検討会である大学院大学
設立準備ワーキンググルー
プ、大学院大学の設立委員会
の検討において打ち出される
方針を踏まえ、認可申請書に
記載する課程の修了要件、入
学方針、教育課程、及び教育
研究上の基本組織（研究科、
専攻等）を準備する。
　給与体系、テニュアや定年
の扱い、教育研究の基本組織
や事務組織については、平成
21年度中に明確にするものと
する。
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中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

（４）大学院大学開学時に、研
究者と事務職員の双方を含
め、機構の職員が円滑に新組
織に移行できるよう、必要な措
置を講じる。

・大学院大学開学までに、十分な余
裕をもって適切な運営組織を導入
することができるように、移行チーム
を立ち上げる。

◎移行チームを立ち上げ、大学院大学開学
時に円滑に新組織に移行するための準備が
進められたか。

・移行チームの体制・役割が明確にされ、そ
の役割を果たしているか。

◎平成21年7月に、理事長により移行チームが編成され、新しい大学院大学に必要
となる事務･運営面における変更について、検討が開始された。同チームは理事、
事業推進部長、財務・人事部長、企画グループの統括から成り、必要に応じて監事
も参加することとなった。同チームにおいて、大学院大学の組織体制及び主要な役
職等の案が作成された。
また、機構の学術的な活動の発展及び大学院大学への移行に向けて、組織改編
が行われ、平成22年4月1日に新体制に移行した（項目44参照）。この改編では、特
に、学務に関する機能の充実が図られた。このため、学務及び学生を担当する職
員の採用活動を行われ、今後も継続される予定である。

・大学院大学への移行に向けた組織改編
の準備が行われた。学園移行後も、厳格
な予算執行管理や、研究部門と事務部門
の連携の確保等に留意し、適切な管理体
制が構築されるよう、計画的に取組を進め
られたい。

○移行のイメージが研究者、事務職員と共有
されていると認められるか。

○大学院大学への移行のイメージについては、定期的に開催されているエグゼク
ティブ・コミッティ等の会議を通じて、研究者、事務職員間での共有が図られた。

5．効果的な広報・情報の発信
等

5 効果的な広報・情報の発信等

（１）機構の研究成果や学術活
動及び管理業務に関する状況
については、プレス発表、
ニュースレター、PR文書、施設
公開イベント、ウェブサイトへ
の掲載、電子メールによる通
知、その他の効率的・効果的
な手段を通して、タイムリーな
情報発信を行い、大学院大学
設立の計画及びその進捗状
況に対する一般の理解が得ら
れるよう努める。

（２）研究者及び学生の獲得
や、内外の他大学・研究機関
や企業等との連携・支援関係
の構築に資するため、機構に
おける研究成果、ワークショッ
プ、講座並びに研究及び訓練
の機会に関する科学技術の専
門的情報についても、機構の
ウェブサイトや出版物を通して
発信する。

・ウェブサイトのデザインの一新、年次報告
書の作成・頒布、記者公表の実施等、積極
的な広報活動が行われた。

Ⅱ．業務の効率化に関する目
標を達成するためとるべき目
標
1．管理運営業務の効率化 6 管理運営業務の効率化
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・機構のウェブサイトのデザインを一
新して情報の充実を図り、より分か
りやすい形で情報発信を行う。1）利
用者のタイプ別に必要な情報にアク
セスできる環境を整える。2）手早く
簡単に更新と修正ができるように、
連絡先とコンテンツ情報の標準的な
データベースを構築する。3）画像と
テキストを使って、キャンパス整備と
研究の進捗状況についての最新情
報を掲載する。4）ワークショップ、セ
ミナー、コース、研究関連の出版物
についても機構のウェブサイト上で
紹介する。

・機構のプログラム参加者、外部の
研究者・研究機関、請負業者、供給
業者、一般人のメールリストを作成
して、内外により広く情報を発信す
る。

・主任研究者とその研究ユニットの
研究成果、及び機構の学術活動に
ついては、次の方法で周知を図る。
1) 適宜プレス発表とPR文書を発行
する。2) 6月に年次報告書を発行し
て広く配布する。3) 定期的にニュー
スレターを発行する。

・年に1度、県民を対象とした一般公
開イベントを開催する。

・主任研究者や事務職員を地元の
学校などに派遣して、機構の研究
計画や目的を紹介する。

・ウェブサイトや出版物を通して、
ワークショップやコースに関する科
学技術の専門的情報を発信する。

・情報発信戦略の一環として、国内
外のプレス関係者や外部の専門家
を呼んで意見交換の場を設ける

◎機構のウェブサイトのデザインを一新して、より分かりやすい形で情報発信がで
きるよう次の内容の充実を図った。
　-　利用者のタイプ別に必要な情報にアクセスできる環境を整備
  - キャンパス整備と研究の進捗状況についての最新情報を掲載
  - ワークショップ、セミナー等の情報掲載及び研究関連の出版物紹介
  - メーリングリストの登録の機能を追加によるタイムリーな情報提供（今後、必要
な準備が整い次第、稼動予定）

その他、主な広報活動は次のとおり。
①年次報告書：
主任研究者とその研究ユニットの研究成果及び機構の学術活動については平成20
年度年次報告書をとりまとめ、平成21年７月以降、他大学や研究機関、関係府省、
地方自治体、訪問者等に配布した。
②記者公表：
機構で開催する国際ワークショップやコースについて11件の記者公表を行い、国際
的学術誌に掲載された研究内容についても3件の記者公表を行った。
③ニュースレター：
研究活動の進捗状況等について、ニュースレターを2回発行し（平成21年9月、平成
22年2月）、他大学や研究機関、関係府省、地方自治体、訪問者等に配布するとと
もに、ワークショップや政府・地元自治体主催の行事などにおいても配布した。
なお、年次報告書やニュースレター等の出版物については、機構のウェブサイトに
掲載し、一般の閲覧に供した。

年度計画に記載した国内外のプレス関係者や外部の専門家との意見交換の場に
ついては、より効率的な方法で実施することとし、県内で発行されている3紙への電
話による意見聴取を行った。

一方、情報発信戦略の一環として、また、大学院大学設立の計画及びその進捗状
況に対する一般の理解が得られることが期待されることから、地元メディアや本土メ
ディアによる研究者や役員等への取材を計16件受け、新聞と雑誌に各1回寄稿し
た。

* 一般公開のイベントや主任研究者等の地元の学校への派遣等については、行番
号４６に記載（添付資料46－1参照）。

◎効果的な広報・情報の発信により、大学院
大学及び機構に対する一般の理解が得られ
るように努められたか。

・機構のウェブサイトのデザインを一新し、よ
り分かりやすい形での情報発信が行われた
か。

・メールリストを作成し、内外により広く情報発
信が行われたか。

・研究成果及び機構の学術活動について、年
度計画で挙げた方法により周知が図られた
か。

・県民を対象とした一般公開イベントが開催さ
れたか。（※行番号46で評価）

・主任研究者や事務職員を地元の学校など
に派遣して、機構の研究事業や目的を紹介し
たか。

・ウェブサイトや出版物を通して、ワークショッ
プやコースに関する科学技術の専門的情報
の発信が行われたか。

・情報発信戦略の一環として、国内外のプレ
ス関係者や外部の専門家との意見交換の場
が設けられたか。
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中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

（１）常に業務の効率化を図る
とともに、フラットで柔軟な組織
の維持に努める。

①責任の所在を明確化し、無
駄のない職員の配置を行う。

②外部委託等により経費節減
に努めてきたところであるが、
引き続き、コンプライアンスに
留意しつつ作業の重複をなく
すことにより、調達、請求、会
計業務の段階的効率化を進
めていく。外部委託は、有効な
成果がもたらされるようモニタ
リングを行う。

③平成22年度末までに、人事
業務を一元化するとともに、共
通研究施設の活用体制を整
備し、重複と無駄を排除する。

・責任の所在を明確化し、無駄のな
い職員配置を行う。

・職務の効率的遂行に資する研修
を実施する。

・外部に確かな業者がいる場合は、
周辺的な事務作業をその業者に委
託することを検討する。

・研究ユニットに所属する技術職員
及び事務支援要員も含め、事務職
員の人事業務を一元化する。

・専門の人事支援サービスを導入し
て、採用及び移住時を中心に、外国
人職員の便宜を図る。

◎組織の肥大化を避けるため、管理運営業
務の効率化につながる有効な取組が行われ
たか。

・責任の所在と範囲を明確にしたか。（別紙）

・無駄のない効率的な職員配置が行われた
か。

・管理運営業務の効率化に資する研修が行
われたか。

・管理運営業務について、外部委託を適切に
実施し、経費節減及び業務の効率化が図ら
れたか。

・人事業務の効率化が適切に行われたか。
（別紙）

◎平成24年度の大学院大学の開学に向けて業務が拡大する中、組織の肥大化を
避けるため、以下のとおり、管理運営業務の効率化に努めた。

（1）研究部門における事務の効率化：　秘書業務の体制を再編し、ユニットの規模
の違いを考慮の上、少人数のユニットについては共用秘書とする方針をまとめ、新
キャンパスへの移転に合わせて、平成22年度に新体制をスタートさせた。これに伴
い、研究ユニットの秘書が行っていた研究者（特に外国人）の支援業務を人事グ
ループへ移管した。

（2）研究の技術的支援の効率化：　機器の共用についてのコンセプトを検討し、新
キャンパスへ移転後、機器共用化への移行を開始した。共通機器の管理・運用の
サポートに必要な専任の技術員を配することにより、支援の効率化を図った。

（3）一般管理の効率化：　平成21年度に行った主な取組は次のとおり。
-　新キャンパスへの移転に伴い、新キャンパスの施設メンテナンス業務について、
関係各課の間で担当範囲を明確化した。
- 人事関連の業務について、社会保険事務を外部委託するとともに、求人募集や
職員のサポートを人事グループへ一元化する準備を整えた。
-　ERP（統合業務システム）プロジェクトの第一段階では、機構内の主要な事務手
続き及び業務の流れの分析を行った。また、年度内に新しい勤怠システムの導入
準備を行い、平成22年度早期には導入が見込まれる。
-　出張、赴任、講師招聘等に係る渡航手配の外部委託による費用削減を検討し、
平成22年度に入札を行う予定である。
-　日本語及び英語の語学研修など、職務の遂行に資する研修を実施した。

* 責任の所在と範囲の明確化及び外国人職員生活支援体制強化については、行
番号44に記載。

・従来分散配置されていた研究ユニットが
新キャンパスに収容された時点を逃さず、
集約化の実をあげたことは評価に値する。

・外部委託についてはいわゆる丸投げは
できるだけ避け、機構内部にも委託した業
務が適切に実行されていることを確認でき
る体制を構築する必要がある。

（２）管理部門の職員の比率の
低減を図り、最小限の資源に
よる効率的・効果的な業務の
遂行を目指す。

◎管理部門の職員の比率は低下したか。 ◎業務の効率化や外部委託を実施して増員の抑制を行う等、管理部門の比率を下
げる努力は行われたが、大学設置認可に向けて必要な管理部門の職員の採用等
の影響により、年度末における比率（33％）に変化はなかった。

・管理部門の肥大化を避け、開学に向けた
体制整備を図っている。

2．予算の適正かつ効率的な
執行

7 予算の適正かつ効率的な執行

（１）非効率と無駄を排し、費用
対効果の高い方法により世界
水準の研究を実施できるよう
な予算管理を行う。事務職及
び研究職の双方についてコス
ト意識の徹底を図り、無駄を排
除する。支出済額だけでなく、
支出見込額に関する情報につ
いても明確に把握できるよう、
財務管理の在り方を見直す。

・予算管理の担当者を増やし、配分
先の四半期毎の予算支出状況を見
直して、時宜を得た効率的な予算執
行を図る。

・支出済額だけでなく、調達におけ
る支出見込額に関する情報につい
ても明確に把握できるよう、財務管
理のあり方を改善する。

◎適正かつ効率的な予算執行が行われた
か。

・予算管理を行う担当者の増員等により予算
執行の管理体制を強化したか。

・定期的な執行状況の見直しが行われたか。

・予算執行の管理方法に改善が見られたか。
（別紙）

・調達における支出見込額に関する情報につ
いて明確に把握できるよう、財務管理の在り
方を改善したか。

◎予算管理体制の強化のため、年度内に予算課員の採用活動を行い、2名増員し
た。同課において、事務局、施設整備、研究ユニットにおける予算執行状況を一元
管理することとした。また、予算の集計・報告を自動化する機能を持った新しい財務
データベースを開発・導入した。予算執行状況の月次報告が作成され、エグゼク
ティブ・コミッティに報告されている。

平成20年度から21年度にかけて実施された施設整備において、実験・研究整備に
係る大幅な仕様変更に伴い、既定予算を超過するという予算執行上の問題が生じ
たことから、原因究明等の調査を行い、組織構造の再構築、実務レベルでの体制
強化と業務改善、監事による厳格な監査の実施等の再発防止のための対応策を
講ずることとし、順次、実施しているところである。(本問題の概要及び経緯について
は、添付資料#20-1参照) その一環として、施設建設に係る予算執行や変更発注等
を検討する為に｢OIST施設及び建設に関する予算検討委員｣が設置することとし
た。（平成22年4月19日設置）（添付資料#20-2参照）
なお、本件については、平成22年2月及び3月の内閣府独立行政法人評価委員会
分科会において報告しており、上記の対応策は、同分科会の提言も踏まえ、実施し
ているものである。また、本対応策等については、機構のホームページで公表した
（添付資料#20-3参照）。
共用研究施設整備の集約化効果のシミュレーションついては添付資料#20-4を参
照。

支出見込額の情報を確認する最適な方法を検討しており、それを学校法人化に向
けて導入を予定している統合業務システム(ERPシステム)の仕様に盛り込む予定で
ある。

・平成21年度に顕在化した大幅な予算超
過問題は、機構が日本の制度の下で実現
を目指す事業であることの認識の欠如、組
織体制の不備、管理運営上の欠陥などが
重なって起こったものである。当該問題が
生じた経緯については、分科会でも詳細な
説明を求め、その「見解」に基づき、改善に
向けた取組が進められているところである
が、改善策の着実な実施、管理運営体制
の更なる強化を図り、予算の適正な執行
に努められたい。

・統合業務システム（ＥＲＰシステム）の導
入に当たっては、学校法人移行後の活用
を見据え、適切な仕様となるよう検討を進
められたい。
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中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

21

（２）財務業務の一層の透明性
を確保する観点から、セグメン
ト別財務情報の公表を充実さ
せる。

・セグメント別財務情報を改良すると
ともに、決算後に定期的に発行する
財務諸表の中でも報告を行う。

・財務業務の一層の透明性を確保する観点
から、セグメント別財務情報の公表を充実さ
せたか。

セグメント別の財務情報を充実させるとともに財務諸表の中で公表し、財務業務の
透明性の確保に努めた。　(配布資料_財務諸表参照)

・年度計画に挙げられた事項が実施されて
いる。

3．入札・契約の適正化及び調
達事務の効率化

8 入札・契約の適正化及び調達事
務の効率化

（１）機構の契約は原則として、
一般競争入札等によるものと
する。やむを得ず随意契約を
結ぶ場合は、その公正性を検
証するため、監査項目を設定
して内部監査を実施する。

・契約は原則として、競争入札によ
るものとする。やむを得ない理由に
より競争入札を実施できない場合
は、その入札計画及び公正性を実
証するために、透明で検証可能な
監査を実施する。

◎契約は、原則として一般競争入札とし、や
むを得ず随意契約を結ぶ場合には、公正性
を検証するため、監査項目を設定し適切な内
部監査を実施したか。（別紙）

◎契約は原則として一般競争等によることとしている。「随意契約見直し計画」(平成
19年12月策定)を着実に実施し、その結果、競争性のない随意契約の割合は以下
のとおり、昨年度と同等レベルとなった。（詳細は添付資料#22-1参照）

               Ｈ18年度 Ｈ19年度 Ｈ20年度 H21年度
件数ベース 83.8%     57.9%      17.4%      17.7%
金額ベース 47.7%      8.7%        3.9%        6.8%

契約に際しては、会計規程及び契約事務取扱規則に基づき、適切に実施されてい
る。公告期間は、機構の営業日ベースで10日間以上を確保するようにしている。入
札参加に必要な全省庁統一資格の要件は、契約案件の内容により柔軟に対応し
ている。（総務省事務連絡に関する対応について、添付資料#22-2）。
一者応札率は、次のとおり。一者応札となった原因は、添付資料#22-3の契約一覧
表に記載。
　　　　　　　　H20年度　H21年度
件数ベース　60.0%      48.0%
金額ベース  13.5%      33.0%

契約業務の審査体制として、契約前には、財務・人事部長を委員長とする「調達契
約審査委員会」において、調達方式（総合評価方式、企画競争、参加公募、競争性
のない随意契約）、随意契約理由、仕様書の内容及び入札条件を審査している。さ
らに、企画競争を実施する場合には、実施細則に基づき、調達案件毎に「提案審査
委員会」を設置し、審査を行っている。本委員会については、透明性を確保するた
め、できる限り外部の有識者を審査委員に含めている（細則は添付資料#22-4,
#22-5参照）。
契約締結後は、外部の有識者委員から構成される「調達に関する第三者委員会」
（平成21年12月1日付けで「契約監視委員会」に改組）において、入札・契約の競争
性（１者応札を含む）・透明性が審議されている。（委員一覧は添付資料#22-6、細
則は#22-7参照）

・「契約監視委員会」により競争性・透明性
について審議が行われ、この結果を受け、
随意契約等の見直し、一者応札・一者応
募の今後の改善方針も明確にされてい
る。また、随意契約とした理由及び一者応
札の理由についても明示されている。

・契約業務を審査するための体制及び所
要の規程類が整備されている。

○「独立行政法人の契約状況の点検・見直し
について」（平成21年11月17日閣議決定）に
基づき設置された「契約監視委員会」により
適切な見直し計画が策定されたか。

○「独立行政法人の契約状況の点検・見直し」（平成21年11月17日閣議決定）を踏
まえ、前述の「契約監視委員会」が5回開催され、総数192件の点検が実施された。
当該点検結果に基づき「随意契約見直し計画」（改正版：平成22年4月策定）を策定
した。（審議概要は、添付資料#22-8参照、見直し計画は添付資料#22-9参照）

○コスト抑制を図る観点から、契約方法及び
規模の如何を問わず調達の実績（品目・価格
等）について組織として効果的な把握・管理を
行うなど、調達機能の充実に努めたか。

○入札実績に関する調達データベース（メーカー名、品目、定価、契約価格、掛率、
数量等）を構築し、調達実績の把握・可視化、契約事務の効率化に努めた。
研究資材等について、品目毎の分析を行い、発注頻度の高い物品については、ボ
リュームをまとめた定期的な入札の実施、又は単価契約の適用など、具体的な調
達戦略に反映している。

・案件に応じた調達戦略の構築に努めら
れたい。例えば、一括購入は必ずしもコス
ト削減につながらない場合もある。

◎複数年契約の適正な活用等により契約の
合理化が図られたか。

◎一般競争入札の増加に伴う調達業務の煩雑化に効率的に対処するため、5件の
複数年契約を締結した（複数年契約一覧は、添付資料#23-1参照）。

◎入札の電子化により、契約業務の効率化
が図られたか。

◎電子入札システムについては、平成21年8月に実証実験を4件（物品2件、工事2
件）実施後、10月から運用を開始し、平成21年度は67件の電子入札を実施した。な
お、導入に伴い、電子入札運用基準を策定済みである。現在は、一般競争入札
は、原則として、全て電子入札としている。平成21年3月31日時点の電子入札登録
業者数は106社（電子入札画面参考は添付資料#23-2参照、効率化の分析につい
ては#23-3参照）。

4．給与水準の適正化 9 給与水準の適正化

23

22

（２）複数年契約の適切な活用
等により契約の合理化を図る
とともに、契約業務の電子化
による業務の効率化に努め
る。

・適宜複数年契約を締結するととも
に、平成21年秋までに電子入札シ
ステムを導入して、契約の合理化と
業務の効率化を図る。

ＡA

・複数年契約の活用・電子入札の導入によ
り、一定程度、効率化が図られたと認めら
れる。

10 



中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

・事務職の給与水準については、中
期計画に基づいて定期的に検証を
図り、その監視を行う。

・必要に応じて調整を行い、独立行
政法人整理合理化計画に沿った給
与水準の適正化に努める。

・勤務条件の改善を図り、優秀な専
門職員の獲得・確保に努める。

◎平成21年度の給与水準について、適正化
が図られたと認められるか。

・社会の理解を得られる水準か。

・定期的に検証を行い、その監視が行われた
か。

・俸給表の改正等、適正化に向けた必要な措
置が講じられたか。

・検証結果や講じる措置について、合理的な
説明が公表されたか。

◎国家公務員等との給与水準の比較指標の算定対象となる定年制職員（月給制）
については、大学院大学の開学に向けた業務の拡大に伴い新規採用を行う中で、
新卒や若手の採用に取り組んだ結果、平成21年度のラスパイレス指数（対国家公
務員）は122.8となり、前年度の指数132.7と比較すると、約10ポイント低下した。国家
公務員との差が生じている理由については、機構のホームページに掲載した。（添
付資料#24-1参照）

なお、上記算定の対象は、任期制職員（年俸制）を含めた全職員（事務・技術職員）
の25.4％（71人中18人）であり、全体を算定対象に含めてラスパイレス指数を試算
すると、国家公務員と概ね同等の水準となっている。
今後とも、組織のスリム化や業務運営の効率化に取り組むとともに、必要に応じて
俸給表等を見直し、引き続き、給与水準の適正化に努めることとしている。

・平成22年度の対国家公務員指数の目標
値（年齢勘案率125.1)を１年前倒しで達成
しており、給与水準の適正化が進んでい
る。

・今後、平成24年度の開学に向け、業務の
拡大が見込まれるところ、職員の年齢構成
や定年制職員と任期制職員のバランス等
にも配慮した採用を行う必要がある。

○諸手当の水準について、合理的な説明が
あるか。

・国家公務員と違う合理的な理由があるか。

○諸手当のうち、国家公務員と異なるものについて、その理由等については、添付
資料#24-2のとおりである。

なお、本機構は、主任研究者の半数以上を外国人が占めるなど、高度に国際的な
環境の下で、平成24年度の大学院大学の開学に向けて着実に業務を遂行する体
制を早期に整えることが求められてきた。このことから、事務職員の採用に当たって
は、民間企業等に勤務する実務経験があり、英語能力や国際的水準の専門能力を
有する即戦力となる職員を中心に採用を行う等、引き続き優秀な専門職員の獲得・
確保に努めた。

・国家公務員と異なる諸手当等について、
機構の特殊性に配慮した基準となっている
が、引き続き、国民の理解が得られるよ
う、取り組む必要がある。

25

（２）海外の機関と競い合って
優秀な主任研究者を獲得する
ために、厳格な評価を行いつ
つ、競争力のある給与体系を
実施し、大学院大学の給与体
系を構築する際にも念頭に置
く。

※（行番号2、15で評価）

5．保有資産の有効活用 10 保有資産の有効活用

（１）施設設備の状況及び内容
を定期的に点検し、固定資産
の効果的な管理に努める。

①シーサイドハウスとシーサイ
ドファカルティ宿舎について
は、利用に関するガイドライン
により、その有効利用を進め
る。

②研究棟や管理棟を含め、こ
れから整備される施設につい
て同様のガイドラインを策定
し、有効利用を進めていく。

・固定資産の利用状況を監視し、計
画を立てて、効果的な管理の実現
に努める。

・シーサイドハウスとファカルティ宿
舎については、機構が策定した規
定の下で管理を実施し、責任ある効
率的な利用を進める。

・これから建設され、供用される施
設についても、同様の管理を行う。

・宿泊施設の利用や優先予約に関
する提言機関として、ハウジング委
員会を立ち上げる。

◎施設及び設備の利用状況を定期的に点検
し、計画的・効果的な利用・維持管理に努め
たか。

・シーサイドハウスとファカルティ宿舎につい
て、規程に基づき、有効利用がなされたか。
また、利用率は適切か。

・ハウジング委員会が設定され、有効活用に
つながる活動を行ったか。

・第一研究棟、管理棟等について、有効利用
を図るためのガイドラインを策定したか。

◎シーサイドハウス及びファカルティ宿舎は機構の規則等に基づき有効に活用され
た。施設の活用方法については下記のとおり。

（シーサイドハウス）
8つの国際ワークショップを362名の参加者を得て開催した。また、外部研究機関と
共催で4件のワークショップを行い、188名の参加を得た。（添付資料#26-1参照）
引き続き、ワークショップ・セミナー等の会場として用いるとともに、機構本部の新
キャンパス移転後の活用については、教育・研究者養成に係る施設機能の拡充等
を目的として、研究成果等の展示会場や受講生の研究作業スペースとする方向で
検討がなされた。平成22年度には、具体的な計画を立案することとしている。

（ファカルティ宿舎）
ファカルティ宿舎利用規程に基づき有効活用に努めた。8棟のうち6棟を長期利用者
に2棟を短期利用者に充て活用し、年間の利用率は72.8％であった。　(宿泊日数合
計／年間宿泊可能日数 2,127日／　2,920日）
ファカルティ宿舎の長期入居の可否については、ハウジング委員会委員に意見を
求めたうえで決定した。

（新キャンパス施設）
新キャンパス施設について、利用に関する方針が準備された。今後これらを規程、
規則、ガイドライン等にまとめ、適正な管理及び有効利用を図ることとしている。
設置された機械設備、電気設備は、適切な時期に保守点検を行うための契約が保
守業務受託業者と結ばれ、適切な方法、適切なコストで維持管理されている。

（その他施設）
上記の他、うるま研究施設の内装や附属物、研究機器等の保有資産があり、有効
活用に努めている。

・シーサイドハウスは、ワークショップ等の
会場として活用されている。しかし、その宿
泊施設の一部が研究スペースに転用され
るなど、既に有効活用のための見直しが
行われている。引き続き、主任研究者の採
用状況や施設整備の進展等に合わせ、有
効活用に向けた取組を進める必要があ
る。

・その他の保有資産についても、保有の必
要性・経済性等の観点から適切な取組が
行われている。

6．効率的な事務事業の実施
を確保するための取組の強化

11 効率的な事務事業の実施を確
保するための取組の強化

A

24

26

（１）「独立行政法人整理合理
化計画」に基づき、職員の給
与水準が社会の理解を得られ
る水準にあるかを検証し、必
要に応じて給与水準の適正化
のための措置を講じるととも
に、その検証結果や講じる措
置について公表する。
　検証を行う際には、「勧告の
方向性」（平成19年12月政策
評価・独立行政法人評価委員
会）に示された以下のような観
点から行うものとする。
・在職地域や学歴構成等の要
因
・是正の余地
・類似の業務を行っている民
間事業者の給与水準
・業務内容

A Ａ

Ａ
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中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

（１）監事監査及び内部監査の
充実に努め、入札・契約手順、
給与水準、保有資産の利用状
況の妥当性について厳密な
チェックを受けるなど、引き続
き内部統制及びガバナンスの
強化を図る。

・入札・契約手順、予算執行状況、
資産利用状況の妥当性等につい
て、機構の監事監査を定期的に実
施し、内部統制とガバナンスの強化
を図る。

◎監事監査の定期的な実施により、内部統
制とガバナンスの強化が図られたか。

・入札・契約手順、予算執行状況、資産利用
状況の妥当性等について、厳格なチェックが
行われたか。

◎平成21年度は次のとおり、例年より多い5回の監事監査を実施した。（第1回4月
13日～4月15日、第2回6月24日～ 6月26日、第3回9月30日～10月 2日、第4回12月
3日～12月 5日、第5回2月12日～2月13日）。また、平成21年9月1日に常勤監事が
任命され、入札・契約手順、予算執行状況、資産利用状況の妥当性等について、
厳格なチェックに努めた。
これらの監査は、理事長等のマネジメントについても留意しつつ行われた。監査に
基づく監事の所見については、随時、他の役員及び関係職員等に伝達されてい
る。
機構の内部統制については、添付資料#27-1を参照。監事の所見の伝達状況につ
いては、添付資料#27-2を参照。

・平成21年度の監事監査では、年度後半
に常勤監事が着任するまで、監査が実効
的に行われたとは認めがたい。しかし、年
度末にかけ、常態に復した。

28

（２）毎年度、明確かつ具体的
な年度計画を策定する。

◎年度計画は、明確かつ具体的なものとなっ
ているか。

・平成22年度計画について、実施すべきこと
が不明瞭な記載はないか。

・策定過程において、機構の予算上の計画と
整合性が確保されているか。

◎平成21年度計画に見られた叙述的な記述方式を22年度計画では箇条書きに改
め、各項目内容及び実施すべき内容を明確にした。

・年度計画の各項目に責任を持つ部署を
明確にした上で、法人全体で適切な進捗
管理を行うことが期待される。

・四半期毎に「業務評価」会議を開
催し、業務運営状況についての自
己点検を行う。今後の業務改善の
指針とする。

◎業務運営状況の自己点検・評価が適切に
行われているか。

・四半期毎の「業務評価」会議が行われ、業
務改善に役立てられたか。

◎毎月の業務評価報告書に、各課・各研究ユニットの業務実績の指標、及び予算
執行に係る情報を含めた。この月次報告書はエグゼクティブ・コミッティに提出さ
れ、平成22年度からは、各課の課長及び主任研究者と共有する予定である。エグ
ゼクティブ・コミッティを毎週、マネージャーズ・コミッティを毎月開催し、職員が定期
的に運営上の問題等を提起し、その対応策を報告できる場となっている。

・平成22年度にかけ、業務運営状況の自
己点検と評価の取組として月次の業務評
価報告書の作成を開始したことは評価で
きる。

◎独立行政法人評価委員会の評価結果を、
業務運営に適切に反映させたか。

◎ 評価委員会の評価結果を受け、兼務等を含む事務分担の明確化、チームの設
立による外部資金獲得体制の強化、空席であった重要ポストの採用を行う等、業務
運営に適切に反映させた。

Ⅲ．予算、収支計画及び資金
計画

12 財務内容の改善に関する事項

（１）競争的資金等の組織とし
て獲得し得る外部資金につい
ての合理的かつ定量的な目標
を年度計画などに具体的に定
め、戦略的な取組を行う。

・平成21年度外部資金獲得の定量
的目標：寄附金等2000万円、競争
的研究資金2600万円、受託研究の
収入900万円

◎外部資金の獲得について、合理的かつ定
量的な目標を定め、戦略的な取組が行われ
たか。

・年度計画に定めた目標額は達成されたか。

・目標額の設定は、研究者数の増加や自立
的な財政基盤の構築等を考慮した合理的な
ものであったと言えるか。（別紙）

◎外部資金の獲得状況
      ・競争的研究資金： 59,085,142円（目標額26,000,000円）
　　　・受託研究： 24,557,625円（目標額9,000,000円）
　　　・寄付金等： 0円（目標額　20,000,000円）

外部資金の獲得について、競争的研究資金、受託研究による収入は目標額を上
回った。平成22年度からは競争的研究資金、受託研究、寄付金を外部資金として
一括し、その獲得目標額を8,000万円としていたものを、これまでの競争的資金の増
加傾向を踏まえ、50％増の1億2,000万円に変更した。

また、今後の外部資金獲得に向け、以下の方針を掲げることとした。
1） 競争的研究資金（研究助成金）
　それぞれの研究者の研究テーマに合わせた特定の研究助成金の紹介をできるよ
うに事務局の体制整備を進める。また、研究者に向けた補助金の申請に関する指
導及び申請書の作成サポートを試行する。
2） 特許
　有識者を講師として招き、研究者の意識啓発に努める。また、平成２１年度より機
構の顧問となった弁理士による発明相談会を開始する。発明者のインセンティブ
（ロイヤリティ配分）を再考し、関連規程の改訂を行う。
3） 産学連携
　有識者を講師として招き、研究者の意識啓発に努める。また、検討を進めている
新技術をベースとした新規事業の支援を進める。
4） 有償サービス
　OISTでは他にない施設・設備（シーサイドハウス、DNAシーケンシング施設等）を
保有しており、これらを中心とした有償サービスの可能性について検討する。
5） 寄付金、スポンサー
　機構の使命や活動を伝え、国内外で支援者を募る努力を行う。

・外部資金の獲得額全体で見ると目標額
を大きく上回っており、外部資金獲得に向
けた取組を積極的に行っていると認められ
るが、年度計画に定められた目標額が合
理的なものであったかには疑問が残る。寄
付金については、実績はないが、今後の
方針を踏まえ積極的な取組を期待したい。

A

（３）国内外の他大学の例を踏
まえながら、業務運営状況に
ついて組織的かつ定期的に自
己点検・評価を行うための仕
組みを構築する。
　自己点検・評価の結果につ
いては、独立行政法人評価委
員会による評価結果と併せ
て、業務運営に適切に反映す
る。

27

A

29

30

Ａ

Ｂ

12 



中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

（２）専門性を有する優れた人
材を獲得する。また、新規及び
既存の競争的研究資金制度
を的確に把握するとともに、研
究者に対する申請事務の支援
や情報等の提供を含め、事務
局による効果的な支援のあり
方等について調査・検討を行
い、順次、その実施を図る。

・外部資金を獲得しようとする事務
局及び主任研究者を支援するため
に、職員1名を専任とする。

・大学院大学のために基金を設立
する手続きについて、調査を行う。

◎専任職員の配置等、外部資金の獲得を促
進するための適切な措置が講じられたか。

・年度計画に記載された専任職員の配置等、
適切な組織・人事に関する措置が講じられた
か。（別紙）

・主任研究者等への支援・情報提供等の充実
が図られたか。

◎外部資金の拡大に努めるため、競争的資金獲得のためのチームを立ち上げ、専
任の職員1名を配置し、研究者への情報周知から報告書作成までの助成管理に必
要な事務能力の強化を図った。平成22年度には、外部資金獲得体制の更なる強化
を図るべく、新たに外部資金・事業開発課を設置するとともに、それぞれの研究者
の専門分野を考慮した支援を行う予定である。

・外部資金の獲得を促進するための体制
が年度中に整えられた。

○大学院大学の基金造成について有益な調
査が行われたか。また、競争的研究資金の
獲得について、研究者に対する効果的な支
援の在り方等の調査・検討が行われ、実施が
図られたか。

○アジアにおける大学院プログラムの調査において、外部資金獲得について調査
事項として盛り込んでおり、平成22年7月末までに調査結果が得られる予定であ
る。

○企業等からの寄付金について、他の独立
行政法人等の例も踏まえ、獲得のための積
極的な取組が行われたか。

○また、寄付金の募集に係る情報をホームページ上に記載し、募集を開始した。
(添付資料＃31-1)

32
Ⅳ．短期借入金の限度額

－ －

33
Ⅴ．重要な財産の処分等に関
する計画 － －

34
Ⅵ．剰余金の使途

－ －

Ⅶ．その他業務運営に関する
重要事項

1．施設・設備に関する事項 13 施設・整備に関する事項

（１）恩納キャンパスでの研究
棟及び管理棟の建設を進め、
完成後、速やかに供用を開始
する。優秀な学生、研究者、及
び教員を集めるために、新
キャンパス建設に際しては世
界水準の環境の実現に努め
る。自然環境の保全にも配慮
する。

・第一研究棟と管理棟を予定通りに
竣工し、平成21年度中に供用を開
始する。

・第二研究棟整備に着手する。

・うるま市の研究施設から研究ユ
ニットを移転する際には、主任研究
者の負担と研究の中断を最小限に
とどめるよう配慮する。

・研究スペースについては、学際的
研究・共同研究志向の姿勢を明確
に打ち出したデザインとレイアウトを
採用する。

・研究棟の建設と供用に当たって
は、キャンパスの自然環境の保護
に努める。

◎研究棟等の建設・供用開始が計画どおり
円滑に実施されたか。

・第１研究棟・管理棟の竣工・供用開始及び
第二研究棟の整備着手が予定どおり行われ
たか。

・うるま市の研究施設からの移転は、主任研
究者の負担・研究の中断を最小限にとどめる
よう配慮されたものであったと認められるか。

・研究スペースのデザイン・レイアウトは、学
際的研究・共同研究志向の姿勢が打ち出さ
れたものと認められるか。（※行番号1で評
価）

・キャンパスの自然環境の保護に努められた
か。

◎研究棟1・管理棟の主要施設及び内装、電気・空調・衛生設備といったフィットア
ウトについては、平成22年1月までに完成した。実験家具、一般家具、AV機器及び
ITインフラについては3月に供用を開始し、引き続き整備を進める。うるま市の研究
施設からの移転は順調に進み、平成22年3月から研究活動を行っている。
また、第2研究棟については、年度内には、同研究棟内に計画されている霊長類研
究施設の基本設計について、他研究機関の研究者からの助言を反映し、建設の準
備を進めた。また、霊長類研究施設を整備することに伴う、建築確認申請の変更手
続を行い、着工の承認を得た。

研究ユニットのうるま市から新キャンパスへの移転については、主任研究者と協議
を行い、事前に研究ユニット毎のスケジュールを作成するなど、研究スケジュール
に支障をきたさないように努め、14の研究ユニットが約三週間の引越し期間の後
に、研究活動を再開することができた。概ね全ての研究機器を予定どおりのスケ
ジュールで移転完了し、一部に一時的な紛失や設備の準備不足等も見られたが、
これによる大きな遅れは生じなかった。

また、うるま市の研究施設については、将来的に必要となるスペースを考慮した上
で余剰となるスペースを平成22年度初頭に所有者に返却した。なお、その際の現
状復帰については、それぞれの施設の所有者と協議して次の入居者が有効活用で
きるよう、最低限の施設改修に留めた。

新キャンパスにおいては、研究における連携・共有や複数の研究分野への対応を
重視した開放的なレイアウトを持たせ、本年３月、その供用を開始した。

建設期間中に、環境コンサルタントが定期的な環境影響観察を行い、施工業者、設
計コンサルタントが適切な指導を受けることにより、環境への影響を少なくなるよう
に努めた。また効率的な空調換気設備の整備、LED照明の設置、ソーラーパネル
の設置、断熱性能を高める建築的な工夫と併せて自然環境に配慮したキャンパス
整備を行った。

・平成21年度中に供用が開始された第１研
究棟及び管理棟については、学際的で共
同志向の研究を目指すレイアウトがとら
れ、また、自然環境の保全にも配慮したも
のであり、世界水準の研究環境としては十
二分に評価できる。しかし、施設整備補助
金により措置された額を大幅に超過した工
事内容であり、後続研究棟については費
用対効果の均衡を図る必要がある。

・第１研究棟・管理棟の供用開始にあたっ
て、研究ユニットのうるまからの移転はお
おむね順調だった。

・第２研究棟以降の施設整備に遅れが見
られ、その整備に当たっては、予算の包括
的使用に努めるべきである。その際、事業
仕分けでの指摘事項や開学までの教員採
用の進捗状況も踏まえ、「施設整備に関す
る予算検討委員会」において慎重な審議
を行う必要がある。各研究者の研究内容
の特性に配慮しつつ、研究者間での不公
平が生じないよう努められたい。

31

35

B Ｂ

13 



中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

36

（２）外国人教員及び学生に
とって魅力的な教育研究環境
を作るために、住居及び生活
環境設備の整備を速やかに
進める。

・キャンパス内の「ビレッジゾーン」に
ついては、民間資金の活用により、
居住及び生活支援施設を整備す
る。

◎住居・生活環境の整備が着実に進められ
たか。

・民間資金の活用によるビレッジゾーンの整
備について、計画的に進行したか。

◎民間資金活用によるビレッジゾーン整備については、平成21年10月公募公示を
行い、事業説明会を実施した。その後、提案書の提出のあった企業グループと、事
業運営について、家賃、住宅の質、サービス及び事業実現性の点から協議を進め
た。民間資金活用による住宅整備は機構側に整備費用負担が発生する場合もある
が、最小にすべく検討を進めている。

37

（３）施設及び研究に用いる設
備を選定する際には、最高水
準の国際的基準を用いるとと
もに、必ず競争入札と技術比
較を行う。

・必要性と長期間品質が保持する
か考慮した上で、一般競争入札に
より、新しい施設に設置する研究機
器と家具備品を選定する。

（※行番号22で評価）

2．人事に関する事項 14 人事に関する事項

（方針）

（１）大学院大学開学時に円滑
な新体制に移行することので
きるよう、優秀な事務職員を重
点的に採用する。

①採用は、国際コミュニケー
ション能力を重視しつつ、計画
的に行う。

②沖縄の優れた人材の積極
的活用を進めていく。

◎大学院大学の開学に向けて、計画的な事
務職員の採用が行われたか。

・必要な専門知識を持つ中堅人材及び新卒
職員の採用が計画的に行われたか。（別紙）

・採用活動は効率的かつ効果的な手法で行
われたと認められるか。

・地元学生等の若者への雇用機会の提供に
努めたか。

◎平成21年度においては、定年制・任期制・パート職員を合わせ、専門知識を有す
る37名と新規学卒者1名の合計38名の事務職員を採用した。採用活動は、専門
誌、新聞、機構ウェブサイト、人材紹介会社を活用して最適な候補者を多く集めるよ
うに努力した。
空席であった人事課長は平成21年9月、総務課長は平成22年3月に、それぞれの
分野で長年の経験を有する人材を採用した。
期末の常勤職員（任期制を除く。）は29名であった。

・昨年度の評価における指摘を踏まえ、空
席であった主要ポストの一部について、必
要な職員の採用を行った。

・今後の業務量の増大や給与水準の適正
化を念頭に置き、中堅人材と新卒職員を
バランス良く採用する必要がある。

○沖縄の優れた人材の積極的な活用が図ら
れていると認められるか（沖縄出身者の人
数・比率の推移等）。

〇職員に占める沖縄県出身者の比率は、次のとおり。全体としては昨年度から、ほ
ぼ横ばいであったが、地元新聞に募集広告を掲載し、また地元出身の学生を対象
としたリクルートセミナーを開催する等、沖縄県出身者の採用活動を積極的に行っ
た。

　　沖縄県出身者の割合

 

また、人事業務を改善するために、ERP導入の前段階として、人事データベース管
理のために新パッケージソフトを導入して散逸していたデータの一元管理を進め、
採用募集・選考についてはクラウドコンピューティング技術を用いたソフトを導入して
募集から選考までのフローを見直した。また、勤怠管理についても同じくクラウド技
術を用いたソフトの導入を決定した。

・沖縄県出身者の採用に向け努力したと認
められる。

39

（２）必要な職員研修を実施
し、専門性の向上と個々の能
力の開発に努める。

・職員研修を実施して、専門性の向
上を図る。

◎専門性の向上を図るための職員研修が計
画的に実施されたか。
 
・年度や四半期ごとに具体的な研修計画が立
案・策定されるなど、計画的に職員研修が実
施されていることが認められるか。

◎職員が年次業績評価の計画を立てる上で、管理監督者は各々の職員とその年
の研修計画について話し合いを持ち、取りまとめた全職員の研修の要望を元に、標
準的な研修コースを策定することとなっている。これには、職員自身が提案する研
修及び管理者監督者の指示により行われる研修が含まれる。
例えば、職員の語学能力の向上のため、英語研修を実施するとともに、職員からの
強い要望に応えて、海外からの研究員及び職員を対象に、年間を通して、日本語
研修を実施した。また、職務研修の一環として、管理職員を対象に、管理監督者と
して職員のマネージメント及びカウンセリングに関する理解を高める目的で、産業
医によるメンタルヘルスのトレーニングを行った。

・職員の専門性の向上のため、計画的に
職員研修コースが策定され、職員の意向
が組み入れられる形で実施されていること
は評価できる。

40

（３）定年制職員に加えて任期
制職員を活用し、柔軟な職員
構成を実現する。

・正規職員を組織全体に配置し、効
率的な業務運営を図るとともに、給
与水準のバランスを保つ。

◎定年制職員と任期制職員の活用・配置が、
合理的な考え方に基づき行われていると認め
られるか。

◎定年制職員は管理部門全体に配置され、一方で高い専門性を持った任期制職
員を採用して活用することにより、組織の安定的かつ効率的・柔軟な運営と適正な
給与水準が確保されている。

・今後の業務量の増大や給与水準の適正
化を念頭に置き、定年制職員と任期制職
員をバランス良く採用する必要がある。

38

ＡA

・地元学生も含め、若い人たちに、
機構の国際的な環境で働く機会を
与えるよう便宜を図る。

・大学院大学開学に必要な業務の
ために、専門知識を持つ中堅の人
材と新卒者の両方を採用する。

・研究者と事務職員の採用について
は、主要学術誌や専門誌、新聞、
ウェブサイト、人材紹介会社を活用
し、最適な候補者を集める。

・人事業務を改善するために、現行
の手順の見直しを図り、効率の高い
ソフトウェアシステムを導入する。

14 



中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

41

（４）オープンかつ公正な方法
を用いて職員の評価及び昇進
の決定を行う。

・職員の評価に際しては、その仕事
ぶりと特に優れた実績を考慮に入
れた人事考課を行う。

◎職員の業務実績の評価及び昇進が、透明
性・公正性を考慮した適切な仕組みにより行
われたか。

◎ 国家公務員の制度に倣った人事評価制度を導入し、業績評価が透明性及び公
正性を持って行われるようにした。
評価は能力評価と業績評価に分け、自己申告、所属長評価、上司確認のプロセス
を経て、それぞれ5段階の判定のもとに総合評価を決定するものとした。
昇給及び昇格は、前記の評価に基づき所属長が提案をし、上司確認後に理事が決
定するものとした。　人事評価制度の概要については、添付資料資料#41-1を参
照。

・透明性及び公正性が考慮される形で人
事評価制度が導入されたことは評価でき、
今後の確実な運用が求められる。

42

（５）他の教育研究機関、行政
機関、企業との人事交流によ
り、専門知識、技術、経験を有
する人材との交流を進めてい
く。

・他の機関、国及び地方の行政機
関、民間企業との人事交流を継続
し、経験を有する人材から支援を受
け、学ぶ場を機構職員のために設
ける。

◎他の教育研究機関、行政機関、企業等と
の人事交流の取組が適切に進められたか。

・人事交流が、学校法人運営のノウハウの蓄
積等を目的に、積極的に拡充されたと認めら
れるか。

◎実務における支援を受けるとともに、機構職員の育成に資するため、文部科学
省、琉球大学、沖縄県庁及び沖縄銀行から、それぞれの専門分野において知識経
験を有する人材を受け入れた。また、職員の養成等のため、平成22年度から、職員
１名を研修目的で内閣府に派遣することとした。

・人事交流が着実に行われたと認められ
る。平成24年度の開学に向け、機構に学
校法人運営のノウハウが蓄積されるよう更
なる検討を進められたい。
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3．積立金の使途に関する事
項 － －

4．事務局体制の整備 15 事務局体制の整備

　大学院大学への円滑な移行
のための基盤を得るため、内
外の主要な研究大学の例を参
考にしつつ、事務組織の整備
を計画的に実施する。

・常時、組織に関する必要な
調整や改善を行うことができる
ように、組織に関する見直しの
仕組みを設ける。

・大学院大学と機構の体制を
一体的に整備し、移行の円滑
化を目指す。

・機構と趣旨を同じくする他の国際
的研究開発機関の例を参考にし、
効率に優れた管理体制を財務管理
や人事の分野に導入する。

◎開学に向けた事務局体制の構築が適切に
図られたか。

・事務組織の構築は、内外の競争力ある大学
の例も踏まえ、十分に検討した上で進められ
ていると認められるか。

・年度計画に基づき、財務管理及び人事の分
野において、効率性の向上に資すると認めら
れる体制が構築されたか。

・組織管理上の重要な役職について、適切な
人材が専任で配置されているか。（別紙）

・事務組織の整備が大学院大学への円滑な
移行を念頭に計画的に実施されたものであっ
たか。

◎空席であった組織管理上必要な重要ポスト（総務課長、人事課長等）について
は、新規採用や、兼務発令等により、速やかに配置を行った。適切な人材を専任で
確保できるまでは、他の職にある職員に兼務させていたポストもあったが、人材が
確保され次第、専任職員を配置するよう努めた。平成21年9月に人事課長、平成22
年3月に総務課長が着任した。また平成22年6月に総務グループ統括、7月に事務
局長、8月に施設建設部長が着任し、事務局の組織体制が強化された。
また、開学に向けた事務局体制の構築を目的として、次の点を中心とする組織改
編を準備し、平成22年4月に実施した。
- 開学に向けた業務の本格化に対応するため、新たに学務部を設置した。
- 予算課の職員の拡充により、予算管理体制の強化をした。
- 人事課を人事グループに格上げするとともに、その下に人事業務課と採用・厚生
課を設置した。これにより、研究ユニット側も含めた人事の一元管理体制及び外国
人生活支援の機能を強化する体制を整備した。
- 文部科学省から、大学・研究機関に詳しい職員を理事長補佐として迎え、学校法
人への円滑な移行に向けて、同理事長補佐の下に専属の認可申請チームを配置
した。

・人事課長や総務課長等が着任する等、
一定の取組が行われたものの、事務局長
等、兼務とされ続けていた重要ポストもあ
り、適切な事務組織が構築されていたとは
言い難い。

○組織に関する見直しの仕組みが設けられ
たか。又はその検討が進められているか。

○事務組織については、学校法人への移行に向けて、順次、必要な機能の充実が
図られるよう見直しつつ実施していくこととしている。組織の見直し・改善を含め、エ
グゼクティブ・コミッティ等が、常に問題提起の場を提供している。

5．社会的責任を果たすため
の取組

16 社会的責任を果たすための取組

（法令遵守、倫理の保持） （法令遵守、倫理の保持）

　研究活動のうち、倫理面で
の許認可を必要とするものや
安全への特別な配慮を要する
ものについては、引き続き、関
係法令等に基づき設置した委
員会において、適切な審査を
行う。
　文書管理、情報公開、個人
情報保護、研究上の不正及び
研究費不正使用の防止に向
けて適切な措置を講じる。

・文書管理の改善に努めるととも
に、職員の法令順守を徹底する。

・外国人職員及び研究者が日本の
法令に遵守することができるよう
に、二カ国語（日英）の文書を作成
する。

・平成21年12月までに、事務職員や
研究者による研究上の不正及び研
究費不正使用をテーマとしたセミ
ナーを実施する。

◎法令順守・倫理の保持の徹底が図られた
か。

・文書管理の改善等、法令順守の徹底のた
めに十分な措置を講じたと認められるか。

・文書の二ヵ国語での作成が確実に行われる
ような措置が講じられたか。

・研究上の不正及び研究費不正使用をテー
マとしたセミナー等を実施したか。

◎事務管理面においては、機構文書の監事回付の周知徹底、役職員倫理規程の
改正による研究部門における倫理の保持体制を強化、コンプライアンスオフィサー
による規程の作成案及び改正案の査読の実施等、日英併記による文書の作成等、
法令順守面の強化に取り組んだ。また、機構内部と外部の両方に内部通報の窓口
を設置するなど、内部通報体制を強化した。

研究面では、研究上の不正及び研究費不正使用をテーマとしたセミナーを実施した
（平成21年10月）。

・文書管理の改善、内部通報体制の強化
等、法令遵守・倫理の保持の徹底を図るた
めの措置が取られたことは評価できる。今
後はこれらの措置が適切に運営されること
が求められる。

・年度計画に基づき研究上の不正等に関
するセミナーが実施される等、倫理の保持
の徹底に向けた取組が行われた。

○特別な配慮を要する実験計画について、関
係法令等に基づき適切な委員会が設置され
審査が行われたか。

○実験計画等を審査するため、1月に遺伝子組換え実験委員会及びバイオセーフ
ティー委員会を、3月に人対象研究審査委員会を開催した。また、 動物実験が適切
に行われるよう、動物実験委員会を開催して研究者から提出された申請書を、関連
する法律等に準じて審査した。

（地域社会との連携） （地域社会との連携）

A
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ＡA

Ｂ
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中期計画の各項目 評価項目
（平成２１年度計画の各項目）

備考
　　　　　　　評価の視点
◎：「満足のいく実施状況」と評価するために求められる実績
○：その他の考慮要素
〔別紙〕：具体的視点の例を参照

業務実績

自
己
評
価

分
科
会
評
価

（１）沖縄の地域社会にしっか
り根差した存在となるために、
沖縄県及び地元自治体と協力
する。
　機構の活動に対する住民の
理解を深め、地域社会との絆
を深めて関係強化を図るため
に、学校訪問、施設の一般公
開、見学者の受入れを行う。

47

（２）地域の様々な主体により
周辺の環境整備が進められて
いる。こうした取組に積極的に
協力することにより、地域社会
との連携を図り、地域に根差し
た大学院大学の実現を目指
す。
（環境に配慮した事業の実施） （環境に配慮した事業の実施）

　事業の環境に与える影響を
最小限にとどめるよう特に配
慮する。

・「国等による環境物品等の調
達の推進等に関する法律」に
基づき、積極的に環境配慮型
製品を用いる。

・エネルギーの有効利用に努
めて環境負荷の低減に努め
る。

・環境配慮型製品を用いるととも
に、適宜再生紙や充電式電池など
のリサイクル製品の使用の拡充を
図る。

・新キャンパスに太陽電池パネルを
設置して、補助電力を確保する。

◎環境への配慮が十分に図られたか。

・法令に基づき、環境配慮型製品・リサイクル
製品の使用が拡充されたか。

・エネルギーの有効利用について、新キャン
パスへの太陽電池パネルの設置等、十分な
取組が行われたと認められるか。

◎キャンパスの玄関（OISTギャラリー）に続く回廊に太陽電池パネルを設置し、補助
電力を確保した。それにより発電された電力はギャラリー・トンネルの照明設備に使
用されている。更に新キャンパス建物の照明は、コスト削減と寿命の点からLEDが
広く使用されている。空調コストについても建物外壁の絶縁タイル（断熱タイル）、突
き出し窓の使用により削減されている。廃水の処理・再利用により、キャンパス内の
給水を最大限に有効活用した。
また、全ての部門で消耗品等リサイクル製品の利用を可能な限り推進した。

・第１研究棟・管理棟については、建物外
壁の絶縁タイルや突き出し窓の使用等、
自然環境の保全や省エネに配慮した取組
が行われたと評価できる。

（安全で働きやすい環境の整
備）

（安全で働きやすい環境の整備）

・安全衛生委員会などの組織的な
委員会を通して、予防的安全措置
を講じるとともに、各部門・ユニット
の管理者と職員に対して、安全・衛
生管理の重要性を訴える。

・機構の産業医による健康相談を受
けやすくする。

・パワーハラスメントやセクシャルハ
ラスメント等の労務問題の防止につ
いて、職員への周知を図る。

◎安全で働きやすい環境の整備は十分に図
られたか。

・年度計画に記載された安全衛生委員会によ
る取組や、各部門・ユニット管理者等への働
きかけが十分に行われたと認められるか。

・産業医への健康相談へのアクセスの向上が
図られたか。

・労務問題の防止への周知が十分に行われ
たか。

・ハラスメントの防止について、国会審議にお
いてハラスメントに係る指摘を受けたこと等を
踏まえ、適切な措置が講じられたか。

◎安全・衛生管理の重要性の周知については職員への研修を年度内に実施した。
また、研究ユニット内の安全・衛生管理の情報共有・問題発見のためのコンタクトポ
イントに主任研究員2名を任命した。

産業医と人事課長が定期的に面談し、申し込み方法や頻度の検討を行った。職員
の健康と精神衛生の増進を図るために、啓発研修などの実施を予定している。

内部通報規程を改定し、平成21年9月から、外部の通報窓口の設置等を行うととも
に、改善内容を職員に周知した。労務問題の防止については、年度内に研修を企
画した。

・平成21年度においては、国会審議におい
てパワーハラスメントに係る指摘が行われ
た。その後のハラスメント防止のための取
組は評価できるが、従来、ハラスメントの
防止について、十分な措置がとられていた
とは言い難い。

○仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン
ス）に関して、中期計画を踏まえ、新たな取組
が行われたか。

○ワーク・ライフ・バランスの実現を図る措置を行うために、平成22年度から、労働
時間の把握をタイムリーに行い、フレックスタイムなどの制度導入が行えるように勤
怠システムの更新を準備した。
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48

49

①事故及び災害の防止に向
けた安全確保策を推進する。

②職員一人一人が自分の能
力を最大限に発揮し、仕事に
やりがいを感じることができ
る、快適な職場環境の創出に
努める。

・心身の健康の増進、パワー
ハラスメント・セクシャルハラス
メントの防止等、労務問題へ
の適切な対応を図る。

・仕事と子育てを両立し、仕事
と生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）を実現するための制
度を実施する。

A

Ａ

Ｃ

Ａ

※実績が評価の視点◎○に即して「満足のいく実施状況」に達しない場合、
　①その合理的理由があるか、
　②代替となる取組が行われているか、
　等の観点を含め、総合的に評価を行う。

A

◎沖縄県、恩納村等と連携協力し、生徒、教員、その他一般市民に対し講演、学校
訪問及び展示等により機構の研究内容及びその他活動を紹介する機会を提供し
た。
　また、沖縄県及び内閣府沖縄総合事務局の協力を得て、主任研究者による公開
実験、沖縄総合事務局庁舎及びモノレール駅において、機構紹介のための展示を
行った。
　年間を通じシーサイドハウス、新キャンパス、うるまの研究施設に見学者を積極的
に受け入れ、市民が実際に研究の現場を見学することにより、機構に対する理解
が促進された。
(添付資料＃46-1参照：平成21年度講演及びイベント実績)

11月中旬に施設の一般公開を行い、主任研究者による講演、展示、公開実験、ラ
ボツアーを通じ約500名の市民に機構の研究、その他活動を紹介した。また、同イ
ベントに先がけて10月～11月には地元中学校において主任研究者による4回の講
演が開催され、同時に事務職員による機構の目的や事業の進捗状況の紹介が行
われた。（添付資料＃46-2参照: 一般公開チラシ）

◎地域社会との連携が十分に図られたか。

・沖縄県及び地元自治体との意見交換・協力
が密に行われたと認められるか。

・沖縄各地に研究者や職員を派遣する訪問プ
ログラムが実施されたか。

・施設の一般公開やセミナー等の催しは効果
的に実施されたか。

・引き続き沖縄県や地元自治体と意
見交換を行い、協力を密にする。

・本島北部や離島も含め、沖縄各地
に機構の研究者や職員を派遣する
訪問プログラムを継続する。

・施設の一般公開やセミナーなどの
催しを行う。

A

・沖縄県や地方自治体との緊密な協力が
行われたと認められる。

・多数の参加者を得て、施設の一般公開を
実施する等、機構の地域社会への浸透が
図られた。
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